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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自　2020年６月21日
至　2021年３月20日

自　2021年６月21日
至　2022年３月20日

自　2020年６月21日
至　2021年６月20日

売上高 （千円） 26,924,240 26,345,699 36,319,071

経常利益 （千円） 2,401,806 974,775 2,755,451

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 1,666,655 598,249 1,963,340

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,130,398 605,700 2,652,940

純資産額 （千円） 23,595,657 23,978,726 24,118,184

総資産額 （千円） 32,242,871 35,091,329 30,565,239

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 58.58 21.00 68.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 58.32 20.92 68.69

自己資本比率 （％） 72.9 68.1 78.6
 

　

回次
第73期
第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年12月21日
至　2021年３月20日

自　2021年12月21日
至　2022年３月20日

１株当たり四半期純利益 （円） 34.26 8.04
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適

用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（インテリアライフスタイル事業）

第２四半期連結会計期間において、ライフオンプロダクツ㈱の株式取得に伴い、同社を連結の範囲に含めておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による経済活動縮小から正常化に

向かう動きを見せつつありますが、ウクライナ情勢等による不透明感も相まって、依然として厳しい状況が続いて

おります。

このような状況のもと、当社は継続した感染予防策をとることでお客様や従業員の安全を図りつつ、第10次中期

経営計画（2022年６月期から2024年６月期）の目標達成に向けた取り組みを実行してまいります。「テプラ」や

「ファイル」といった基盤事業のさらなる強化を図りつつ、インテリアライフスタイル事業や衛生・健康用品の拡

販、Ｍ＆Ａによる事業領域拡大に注力しております。第２四半期連結会計期間では、インテリアライフスタイル事

業の飛躍的な拡大を実現するべく、ライフオンプロダクツ㈱を子会社化いたしました。同社は、生活家電や雑貨、

ルームフレグランス等の各種商品の企画・販売等を行っております。同社と、商品調達・品質管理を共同で行うこ

とによる効率化に加え、グループ内の海外を含む販路を相互に活用した売上拡大を図ってまいります。また、当社

グループでは、コーポレートメッセージ「おどろき、快適、仕事と暮らし」を策定いたしました。これまで事業の

中心としていたビジネスシーンに加え、暮らしにおいても、おどろきと快適さを提供してまいります。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、当第３四半期連結会計期間からライフオンプロダ

クツ㈱の売上が寄与しましたが、東南アジアの生産工場のロックダウンによるファイル等の品切れや半導体不足に

伴うテプラの品切れ等の影響もあり、263億4,569万円（前年同期比 2.1％減）となりました。利益面では、主に原

材料価格の高騰による売上原価率の上昇により、営業利益は７億8,146万円（前年同期比 64.1％減）、経常利益は

９億7,477万円（前年同期比 59.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億9,824万円（前年同期比

64.1％減）となりました。

 
セグメントの業績は次のとおりであります。

① 文具事務用品事業

基盤事業のさらなる強化として、「テプラ」におきましては、最上位モデルとなる「SR-R980」を発売いたしまし

た。また、ステーショナリーにおきましては、表紙に差し込むだけで複数のクリアーホルダーをまとめて収納・閲

覧ができる「ホルサック クリアーホルダーファイル」や、書類をホチキス留めされた感覚でナナメにめくれる書類

収納用品「ナナメクリファイル」「ナナメクリホルダー」など、新機能を追求した製品の発売により、需要の拡大

を図りました。さらに、原材料や物流費の高騰が続いている中、12月より一部商品の価格改定を行い、収益の確保

に努めております。

成長分野への注力として、雑貨・家庭用品や新しい働き方・暮らし方に向けた新製品の投入に軸足を置いており

ます。主に女性をターゲットとした女子文具のブランド「HITOTOKI（ヒトトキ）」シリーズとして、「HITOTOKI

NOTE」や透明フィルム素材のマスキングテープ「SODA」の第２弾を発売いたしました。これらの製品は、大手販売

店様で先行販売していただき、多くの女性にＰＲすることで、順調に売上を伸ばしております。また、衛生・健康

用品では、室内のＣＯ２濃度を表示できる「卓上ＣＯ２モニター」、オフィス・生活環境用品では、持ち歩きに便

利なポーチ型ごみ入れ「ホルポ」、開口部を大きくした薄型収納ケース「ロッツ」フルオープンケース、パソコン

のディスプレイに引っかけて取りつけできる「ディスプレイライト」を発売いたしました。ウインセス㈱では、半

導体工場を始めとしたエレクトロニクス業界向け手袋が引き続き好調でした。サービス業界向け手袋は依然、停滞

しているものの、自動車業界向け手袋の需要が徐々に回復しており、復調しつつあります。

この結果、新製品が売上に寄与したものの、主力商品の販売減により、売上高は 192億7,868万円（前年同期比

6.2％減）、営業利益は３億6,598万円（前年同期比 76.5％減）となりました。
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② インテリアライフスタイル事業

㈱ぼん家具では、楽天市場などのＥＣモールを中心に家具インテリアの販売を行い、注文を受けた翌日に商品を

配送するサービスを拡充することにより、お客様の利便性を高めて販売増につなげました。㈱ラドンナでは、季節

商材の加湿器が前年に比べると苦戦しましたが、主力品のキッチン家電が好調で、売上に大きく貢献。フォトフ

レームも、デザイン系の商品を中心に安定した売上となりました。販売チャネルでは、引続きＥＣサイトの構成比

が高まっております。㈱アスカ商会では、関東地区のオフィス装飾を中心に、観葉系商材が引き続き好調です。Ｅ

Ｃ関連も、順調に売上を伸ばしております。新たな取り組みとしてギフト向け商品の販売を開始し、エンドユー

ザー向け商品の強化を図りました。昨年11月よりグループ入りしたライフオンプロダクツ㈱では、300円ショップな

ど均一系店舗を中心に成長販路の開拓を積極的に行い、ＯＥＭを含めた商品供給が順調に進み、当第３四半期連結

累計期間から売上に寄与しております。

この結果、売上高は前年同期比で㈱ぼん家具が減少したものの、㈱ラドンナと㈱アスカ商会が増加、グループ入

りしたライフオンプロダクツ㈱の加算もあり、インテリアライフスタイル事業全体で 70億6,701万円（前年同期比

10.9％増）、営業利益は販売費及び一般管理費の増加により４億282万円（前年同期比 33.4％減）となりました。

 
また、財政状態の状況については、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して、45億2,609万円増加し、350億9,132万円

となりました。これは主に、現金及び預金や投資有価証券が減少した一方、受取手形及び売掛金が 10億7,386万

円、商品及び製品が 23億3,351万円、ライフオンプロダクツ㈱の株式取得によりのれんが 12億7,076万円それぞれ

増加したことによるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末と比較して、46億6,554万円増加し、111億1,260万円となりました。これは主に、

ライフオンプロダクツ㈱の株式取得のためのつなぎ資金及び運転資金需要等として短期借入金が 52億1,000万円増

加したことによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末と比較して、１億3,945万円減少し、239億7,872万円となりました。これは主

に、利益剰余金やその他有価証券評価差額金が減少したことによるものであります。

 
　(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

　　

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要　な変更はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えて

います。当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付けがなされる場合、これが当社

の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付けの中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式

の大量買付けの内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を

提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必

要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社は、企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、①情報活用環境での、秀

でた商品開発力・提案力、②安心のブランド力、③広い販売力と顧客サポート力、さらには④全員経営の風土と堅

実経営にあります。当社株式の大量買付けを行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保

し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付けを行う者は、当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付けに対しては必要かつ

相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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② 基本方針実現のための具体的取組みの概要

（イ）基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

＜基本施策＞

当社は、強固な経営基盤の再構築に取り組むと共に、次なる成長のステージへ飛躍するため、「成長分野へのシ

フトを加速」および「収益構造の変革」を掲げ、中期経営計画の達成を図ってまいります。また、変化する経済環

境に対応しつつ、便利で快適な商品やサービスを提供し、お客様のニーズに応えてまいります。

＜コーポレート・ガバナンスの強化＞

当社は、取締役の経営責任をより明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、取締

役の任期を１年としております。また、当社から独立した社外取締役４名の体制とし、取締役会における社外取締

役の比率を高めており、社外取締役は取締役会に出席して専門的な立場から各取締役の業務執行を監督していま

す。また、当社では執行役員制度を採用することにより、業務の監督と執行を分離するとともに意思決定の迅速化

を図っています。さらに、当社は監査役会設置会社を選択し、常勤監査役１名のほか当社から独立した社外監査役

２名を選任しており、社外監査役は専門的な立場から監査しています。

また、取締役会の諮問機関として、社外取締役３名および社内取締役２名の計５名で構成される「指名・報酬委

員会」を設置し、当該「指名・報酬委員会」にて取締役、執行役員および監査役の候補者、報酬等を検討すること

により、これらに関する決定プロセスの一層の透明化を図っております。

 
（ロ）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みの概要

当社は、2019年８月１日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を

更新することを決議し（以下「本更新」といい、更新後のプランを「本プラン」といいます。）、同年９月19日開

催の第71回定時株主総会において本プランの更新について承認を得ております。

本プランの概要は以下のとおりであります。

本プランは、次の(a)又は(b)に該当する当社株券等の買付けその他の取得又はこれらに類似する行為（これらの

提案を含みます。）（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを除くものとし、以下「買付等」

といいます。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）

には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。

(a) 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他の取得

(b) 当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等

所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

本プランは、これらの買付等が行われようとする際に、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。また、上記基本方

針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することにより、当社の企業価値・株主共同

の利益を確保・向上させることを目的としております。

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の検討に必要な情報

および本プランを遵守する旨の法的拘束力のある誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等

から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、代替案（もしあれば）が、業務執行を行う経営陣から

独立している当社社外取締役、当社社外監査役〔もしくはこれに準ずる監査役（過去に当社又は当社の子会社の社

外取締役であったために、会社法第２条第16号の要件を充足しない監査役を含みます。以下同様とします。）〕、

又は社外の有識者（現時点においては業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役３名）から構成される独

立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得た上、

買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、ならびに以下の勧告等を行い

ます。
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独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または当該買付等の内容の検討、買

付者等との協議・交渉等の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすおそれのある買付等である場合など本プランに定める要件に該当し、後述する新株予約権の無償割当てを実施

することが相当であると判断した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割

当てを実施することを勧告します。

また、当社取締役会は、本プランに定める場合には、本プランに従った新株予約権の無償割当てを実施するに際

して、実務上可能な限り最短の期間で株主総会を開催できるように、速やかに株主総会を招集し、株主の皆様の意

思を確認することができるものとします。

この新株予約権には、買付者等による権利行使が認められないという行使条件、および当社が買付者等以外の者

から当社株式等と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されております。この新株予約権

を割り当てられた株主は、原則として、１円（を下限として当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする範

囲内で当社取締役会が新株予約権無償割当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、新株予約権を行

使し、当社株式１株を取得することができます。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予

約権無償割当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。

本プランの運用に際しては、当社取締役会は、適用ある法令又は東京証券取引所の諸規程等に従い、本プランの

各手続の進捗状況、独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、当社株主総会の決議の概要、そ

の他独立委員会又は当社取締役会が適切と判断する事項について、適時に情報開示を行います。

本プランの有効期間は、2019年９月19日開催の第71回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時までです。但し、有効期間の満了前であっても、株主総会または取締役会

により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

本更新後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、本プランによって株主の皆様に直接具体

的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主

の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります（但し、当社が当社

株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株主の皆様が保有する株式の希釈化は生じません。）。

なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載されている2019年８月１日付プ

レスリリースをご覧下さい。（https://www.kingjim.co.jp/）

 
③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

本プランは、当社の経営計画に基づく各施策、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向

上させるための具体的方策として策定され更新されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、前記②（ロ）記載のとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的を

もって更新されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会で承認を得て導入さ

れ更新されたものであること、その内容として合理的な客観的要件が設定されていること、業務執行を行う経営陣

から独立している当社社外取締役、当社社外監査役（もしくはこれに準ずる監査役）、又は社外の有識者によって

構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされてい

ること、独立委員会は当社の費用で外部専門家を利用することができるとされていること、有効期間が最長約３年

と定められた上、取締役会によりいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保さ

れており、企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではありません。

　

　(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億1,915万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年３月20日）

提出日現在発行数（株）
（2022年４月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,459,692 31,459,692
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数
100株

計 31,459,692 31,459,692 ― ―

 

（注）当社は東京証券取引所市場第一部に上場しておりましたが、2022年４月４日付けの東京証券取引所の市場区分

の見直しに伴い、同日以降の上場金融証券取引所名は、東京証券取引所プライム市場となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年12月21日～
2022年３月20日

― 31,459,692 ― 1,978,690 ― 1,840,956

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年12月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年３月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 2,957,600
 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,482,100
 

284,821 ―

単元未満株式 普通株式 19,992
 

― ―

発行済株式総数 31,459,692 ― ―

総株主の議決権 ― 284,821 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 5,400株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 54個が含まれております。

　　　また、「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式 54株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2022年３月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
㈱キングジム

東京都千代田区
東神田二丁目10番18号

2,957,600 － 2,957,600 9.40

計 ― 2,957,600 － 2,957,600 9.40

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年12月21日から2022年

３月20日まで）および第３四半期連結累計期間（2021年６月21日から2022年３月20日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          
 (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年６月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,439,265 6,601,785

  受取手形及び売掛金 ※１  4,722,763 5,796,632

  商品及び製品 6,760,784 9,094,295

  仕掛品 383,624 458,555

  原材料及び貯蔵品 1,333,463 1,647,841

  その他 589,869 708,558

  貸倒引当金 △6,817 △3,059

  流動資産合計 21,222,954 24,304,610

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,972,522 6,028,913

    減価償却累計額 △3,731,364 △3,810,380

    建物及び構築物（純額） 2,241,158 2,218,533

   機械装置及び運搬具 2,832,925 2,908,619

    減価償却累計額 △2,556,689 △2,663,365

    機械装置及び運搬具（純額） 276,236 245,254

   土地 1,588,784 1,588,784

   建設仮勘定 77,347 135,134

   その他 3,152,840 3,074,901

    減価償却累計額 △2,884,376 △2,794,846

    その他（純額） 268,463 280,055

   有形固定資産合計 4,451,990 4,467,763

  無形固定資産   

   のれん － 1,270,762

   その他 520,801 695,988

   無形固定資産合計 520,801 1,966,750

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,441,771 2,292,395

   退職給付に係る資産 1,331,727 1,427,198

   繰延税金資産 209,795 226,947

   その他 401,071 421,325

   貸倒引当金 △14,872 △15,662

   投資その他の資産合計 4,369,493 4,352,205

  固定資産合計 9,342,285 10,786,719

 資産合計 30,565,239 35,091,329
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 (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年６月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月20日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  2,159,803 ※１  1,987,543

  短期借入金 ※２  40,000 ※２  5,250,000

  1年内返済予定の長期借入金 26,361 19,836

  未払法人税等 678,217 190,972

  未払金 921,562 796,059

  役員賞与引当金 17,743 24,458

  その他 1,013,850 1,113,288

  流動負債合計 4,857,537 9,382,157

 固定負債   

  長期借入金 117,680 202,803

  繰延税金負債 656,035 625,764

  退職給付に係る負債 488,341 540,078

  資産除去債務 24,251 31,178

  その他 303,208 330,620

  固定負債合計 1,589,517 1,730,445

 負債合計 6,447,055 11,112,603

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,978,690 1,978,690

  資本剰余金 1,717,573 1,717,573

  利益剰余金 22,468,110 22,296,886

  自己株式 △2,638,851 △2,614,535

  株主資本合計 23,525,522 23,378,614

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 732,394 632,368

  繰延ヘッジ損益 912 1,731

  為替換算調整勘定 △376,878 △250,870

  退職給付に係る調整累計額 140,925 120,742

  その他の包括利益累計額合計 497,353 503,972

 新株予約権 87,088 87,088

 非支配株主持分 8,219 9,051

 純資産合計 24,118,184 23,978,726

負債純資産合計 30,565,239 35,091,329
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          
 (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2020年６月21日
　至　2021年３月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年６月21日
　至　2022年３月20日)

売上高 26,924,240 26,345,699

売上原価 16,076,528 16,516,991

売上総利益 10,847,711 9,828,708

販売費及び一般管理費 8,672,178 9,047,241

営業利益 2,175,533 781,466

営業外収益   

 受取利息 11,172 10,046

 受取配当金 53,011 57,171

 為替差益 － 26,501

 受取賃貸料 114,922 112,806

 その他 98,803 41,059

 営業外収益合計 277,910 247,585

営業外費用   

 支払利息 5,420 10,608

 為替差損 9,824 －

 賃貸収入原価 34,492 41,217

 その他 1,898 2,451

 営業外費用合計 51,636 54,277

経常利益 2,401,806 974,775

特別利益   

 固定資産売却益 － 92

 投資有価証券売却益 － 911

 特別利益合計 － 1,003

特別損失   

 固定資産除却損 3,406 3,178

 投資有価証券評価損 － 478

 特別退職金 21,306 －

 特別損失合計 24,713 3,656

税金等調整前四半期純利益 2,377,093 972,122

法人税、住民税及び事業税 732,372 304,641

法人税等調整額 △23,360 68,399

法人税等合計 709,011 373,040

四半期純利益 1,668,082 599,082

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,426 832

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,666,655 598,249
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          
 (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2020年６月21日
　至　2021年３月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年６月21日
　至　2022年３月20日)

四半期純利益 1,668,082 599,082

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 367,682 △100,026

 繰延ヘッジ損益 2,199 819

 為替換算調整勘定 40,140 126,008

 退職給付に係る調整額 52,293 △20,183

 その他の包括利益合計 462,315 6,618

四半期包括利益 2,130,398 605,700

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,128,971 604,868

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,426 832
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間において、ライフオンプロダクツ㈱の株式取得により、同社を連結の範囲に含めており

ます。

 
（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の

国内販売において、出荷時から当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は142,173千円、販売費及び一般管理費は106,554千円それぞれ

減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ35,618千円減少しております。また、

利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020

年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

 
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関

する会計上の見積り）の仮定について重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。当社の

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期

連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2021年６月20日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月20日）

受取手形 805千円 －千円

支払手形 9,105 10,859 
 

 

※２　当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年６月20日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月20日）

当座貸越極度額の総額 6,600,000千円 11,300,000千円

借入実行残高 40,000 5,250,000 

差引額 6,560,000 6,050,000 
 

　

（四半期連結損益計算書関係）

売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 2020年６月21日 至 2021年３月20日）および当第３四半期連結累計期間（自 

2021年６月21日 至 2022年３月20日）

当社グループのうち、主力事業である文具事務用品事業は、主として３月を中心に需要が上昇して行くため、通

常、第３四半期連結累計期間の売上高が、第２四半期連結累計期間までの売上高に比べ著しく増加する傾向にあり

ます。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額は、

次のとおりであります。　

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年６月21日
至 2021年３月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年６月21日
至 2022年３月20日）

減価償却費 447,209千円 463,888千円

のれんの償却額 －千円 40,992千円
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年６月21日　至　2021年３月20日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年９月17日
定時株主総会

普通株式 284,222 10 2020年６月20日 2020年９月18日 利益剰余金

2021年２月２日
取締役会

普通株式 199,321 7 2020年12月20日 2021年３月２日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年６月21日　至　2022年３月20日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月16日
定時株主総会

普通株式 569,490 20 2021年６月20日 2021年９月17日 利益剰余金

2022年２月２日
取締役会

普通株式 199,514 7 2021年12月20日 2022年３月２日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年６月21日　至　2021年３月20日）

１.報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

文具事務用品
事業

インテリア
ライフスタイル

事業
計

売上高      

  外部顧客への売上高 20,552,469 6,371,770 26,924,240 － 26,924,240

 セグメント間の内部売上高
　又は振替高

69,105 132,982 202,087 △202,087 －

計 20,621,574 6,504,753 27,126,328 △202,087 26,924,240

セグメント利益 1,554,491 604,773 2,159,264 16,268 2,175,533
 

（注）１．セグメント利益の調整額 16,268千円は、セグメント間取引消去に伴う調整等であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年６月21日　至　2022年３月20日）

１.報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

文具事務用品
事業

インテリア
ライフスタイル

事業
計

売上高      

  外部顧客への売上高 19,278,687 7,067,012 26,345,699 － 26,345,699

 セグメント間の内部売上高
　又は振替高

68,812 182,606 251,418 △251,418 －

計 19,347,500 7,249,618 26,597,118 △251,418 26,345,699

セグメント利益 365,987 402,828 768,816 12,650 781,466
 

（注）１．セグメント利益の調整額 12,650千円は、セグメント間取引消去に伴う調整等であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益の算定方法を同様に変更しています。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「文具事務用品事業」の売上高が44,236千

円減少、セグメント利益が35,618千円減少し、「インテリアライフスタイル事業」の売上高が97,937千円減少して

います。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自　2021年６月21日　至　2022年３月20日）

 
  （単位：千円）

  売上高

文具事務用品事業 電子製品 12,459,934

 ステーショナリー 6,818,752

 計 19,278,687

インテリアライフスタイル事業  7,067,012

合計  26,345,699

顧客との契約から生じる収益  26,345,699

外部顧客への売上高  26,345,699
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年６月21日
至　2021年３月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年６月21日
至　2022年３月20日）

(1) １株当たり四半期純利益 58円58銭 21円00銭

　（算定上の基礎）   

  親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,666,655 598,249

　 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　 普通株式に係る親会社株主に帰属する
  四半期純利益（千円）

1,666,655 598,249

　 普通株式の期中平均株式数（株） 28,452,208 28,487,526

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 58円32銭 20円92銭

　（算定上の基礎）   

  親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（株） 125,792 116,298

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変更があったものの概要

－ －

 

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第74期（自　2021年６月21日　至　2022年６月20日）中間配当については、2022年２月２日開催の取締役会におい

て、2021年12月20日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

 ①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 　199,514千円

 ②　１株当たりの金額　　　　　　 　　　　　　　 　  7円00銭

 ③　支払請求権の効力発生日および支払開始日　　2022年３月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年４月27日

株式会社キングジム

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

                                       東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  岩　宮　晋　伍　 

 

　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  井　上　　　喬  

 

 
 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

ジムの2021年６月21日から2022年６月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年12月21日から2022年

３月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年６月21日から2022年３月20日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キングジム及び連結子会社の2022年３月20日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

　
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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